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Ⅰ．ＪＡＳ規格数

１．ＪＡＳ規格数の変遷
○ ＪＡＳ規格は、昭和２５年に、和紙原料のこうぞ・みつまた、わら加工品、木炭

等の農産物からスタート。その後、加工食品や林産物についても制定。

○ 平成８年までは基本的にＪＡＳ規格の数は増加し、その後は減少。なお、５年ご

との見直しが義務付けられた平成１１年の改正ＪＡＳ法施行時（１２年６月）と現

在を比較すると、品目数・規格数とも約２割の減。

表１ 平成以降のＪＡＳ規格の品目数、規格数の推移

元年度末 ４年度末 ７年度末 ８年度末 １２年６月時点 １５年１１月現在

品目数 １０２ １０７ １１４ １１９ １０１ ８１

規格数 ３８９ ３９３ ４０５ ３９８ ３５２ ２９２

注：品目数と規格数の関係は、食用植物油脂を例にとると、品目数は１だが、その中

に、食用大豆油、食用綿実油、食用ごま油等２２の規格が存在。

２．現在のＪＡＳ規格
○ 本年１１月現在で、８１品目、２９２規格。

○ 内訳は、

・ハムや果実飲料等の飲食料品に関する一般的なＪＡＳ規格が５３品目

・有機、生産情報公表牛肉、地鶏肉、熟成ハム等の特定ＪＡＳが７品目

・製材、合板等の林産物のＪＡＳ規格が１９品目

・飲食料品以外の農産物として、生糸と畳表の２品目

表２ 現在のＪＡＳ規格の品目別等の内訳

品 目 一般ＪＡＳ 特定ＪＡＳ 合計

飲食料品 ５３（２４５） ７（１１） ６０（２５６）

林産物 １９（ ３４） １９（ ３４）

飲食料品以外の農産物 ２（ ２） ２（ ２）

合 計 ７４（２８１） ７（１１） ８１（２９２）

注：数値は （ ）外が品目数 （ ）内が規格数、 、
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Ⅱ．格付率（ＪＡＳマークの表示割合）

１．格付率の現状
○ 格付率とは、ある品目の格付数量が、その品目の推定生産量に占める割合。同一

商品のどの程度にＪＡＳマークが付いているかを示す（推定生産量の統計がない場

合もあり、あくまでおおよその推定 。）

、○ 即席めん類やマーガリン等ほとんどの商品にＪＡＳマークがついているものから

乾しいたけやかりんとうのように、ほとんどＪＡＳ品がないものまで多様。

○ なお、ＪＡＳマークが付いていない場合であっても、ＪＡＳ規格そのものが業界

の取引の基準として活用されている場合もあることに留意が必要。

表３ 主なＪＡＳ規格品目の格付率（平成１３年度）

格付率 Ｊ Ａ Ｓ 規 格

９０％以上 マーガリン類、異性化液糖、精製ラード、

ハンバーガーパティ、ショートニング

８０％台 即席めん類、トマト加工品

７０％台 しょうゆ、食用植物油脂、ぶどう糖

６０％台 植物性たん白

５０％台 マカロニ類、ウスターソース類、ソーセージ類

４０％台 食酢、ドレッシング

３０％台 こんぶ

２０％台 豆乳類

１０％台 乾めん類、生糸

１０％以下 （かりんとう （レトルトパウチ食品））、

ほぼ０％ （アイスクリーム 、乾しいたけ）

注： ）内の品目は１２年度からの見直しで既に廃止され又は廃止の手続中。（
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２．格付率の推移
○ 過去１０年間の主なＪＡＳ規格品目の格付率の推移を見ると、格付率の変化が大

きいものと小さいものが存在。

表４ 主なＪＡＳ規格品目の過去１０年の格付率の推移

品 目 平成３年度 平成８年度 平成１３年度

格付率の増減 異性化液糖 ９０％台 ９０％台 ９０％台

の少ないもの マーガリン類 ９０％台 ８０％台 ９０％台

即席めん類 ８０％台 ９０％台 ８０％台

食用植物油脂 ８０％台 ８０％台 ７０％台

しょうゆ ８０％台 ７０％台 ７０％台

食酢 ５０％台 ５０％台 ４０％台

格付率が減少 植物性たん白 ９０％台 ６０％台 ６０％台

したもの 豆乳類 ７０％台 ７０％台 ２０％台
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Ⅲ．登録格付機関、登録認定機関

１．国内機関
○ 登録格付機関は２１機関。２協同組合以外は公益法人。

○ 登録認定機関は８４機関。内訳は、公益法人３４、ＮＰＯ法人３１、株式会社・

有限会社１３、自治体４、農業団体１、協同組合１（多様な機関が登録している分

野は、有機と地鶏肉 。）

○ 登録格付機関と登録認定機関の合計数は８７。

○ 一覧は、参考２を参照。

表５ 登録格付機関、登録認定機関の登録状況

品目 登録格付機関 登録認定機関

公益法人 その他 合計 公益法人 その他 合計

飲食料品 １５ １ １６ １５ １ １６

(協同組合) （協同組合）(有機・地鶏

肉を除く)

有機 － － － １８ ４９ ６７

ＮＰＯ３０、株式会社・有限

会社 １３、自治体４、農業

団体（ＪＡ）１、協同組合１

地鶏肉 － － － ４ ４ ８

自治体１、ＮＰＯ２、 有限

会社１

林産物 ３ ０ ３ ３ ０ ３

畳表 １ １ ２ ０ ０ ０

(協同組合)

生糸 ０ ０ ０ １ ０ １

合計 １９ ２ ２１ ３４ ５０ ８４

ＮＰＯ３１、株式会社・有限

会社１３、自治体４、 農業

団体（ＪＡ）１、協同組合１
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注：登録認定機関で、飲食料品と有機の両方を認定する公益法人が７、有機と地鶏肉

の両方を認定する自治体が１、有機と地鶏肉の両方を認定するＮＰＯが１、飲食料

品と有機の両方を認定する協同組合が１、有機と地鶏肉の両方を認定する有限会社

が１あり、登録認定機関の合計は、これらの重複を除いたもの。

２．外国機関
○ 登録外国格付機関は存在しない。

○ 登録外国認定機関は、有機農産物・有機農産物加工食品に関し、ＪＡＳ法と同等

の制度を有する国として認められる８カ国から２１機関が登録。林産物については

同様に５カ国から９機関が登録。それ以外の品目には、登録外国認定機関は存在し

ない。

○ 一覧は、参考２を参照。

表６ 登録外国認定機関の登録状況

品目 登録外国認定機関

国名 機関数

有機 イタリア ７

オランダ １

スペイン １

ドイツ ２

フランス １

ベルギー １

アメリカ １

オーストラリア ７

８カ国 ２１機関

林産物 ノルウェー １

アメリカ ３

カナダ ３

オーストラリア １

インドネシア １

５カ国 ９機関

合計 １１カ国 ３０機関
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Ⅳ．ＪＡＳ規格見直し等

１．既存のＪＡＳ規格の見直し
○ 平成１２年以降、見直し対象１０１品目のうち、７６品目は見直しが終了又は見

。 、 、 、 。 、直しに着手 現時点では ４５品目が改正 １品目が確認 ３０品目が廃止 今後

来年度末を目途に残り２５品目の見直しを行う予定。

表７ ＪＡＳ規格の見直し状況

見直し状況 改正 確認 廃止 未検討 合計

規格数 ４５ １ ３０ ２５ １０１

注： 未検討」以外は、ＪＡＳ調査会部会で了承段階のものを含む。「

２．ＪＡＳ規格の新規制定
○ 平成１２年以降、新たに４品目のＪＡＳ規格を制定、３品目が検討中。

〔新規制定品目〕

① 農産物缶詰及び農産物瓶詰

（野菜、果実等の缶詰及び瓶詰の既存の４規格を廃止し統合）

② 合板（普通合板、構造用合板等の合板関係の既存の６規格を廃止し統合）

③ 手延べ干しめん（特定ＪＡＳ規格）

④ 生産情報公表牛肉 （特定ＪＡＳ規格）

〔検討中の品目〕

⑤ 生産情報公表豚肉（特定ＪＡＳ規格）

⑥ 有機畜産物（特定ＪＡＳ規格）

⑦ 有機飼料（特定ＪＡＳ規格）
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３．ＪＡＳ規格の見直し基準と見直し状況の関係
○ 平成１３年１１月にＪＡＳ調査会でＪＡＳ規格の制定・見直しの基準（参考３）

を決定。

○ 既存の一般ＪＡＳ規格については、次の４つの条件のいずれかに該当する規格に

つき、既存の特定ＪＡＳ規格については次のイ、ウの条件のいずれかに該当する規

格につき、それぞれ廃止の是非を検討。

ア．製造業者等が限定され、製品の種類ごとの品質に大きな格差が認められなくなって

いる農林物資の規格（具体的には２０社以下が判断目途）

イ．見直しを行う年度の過去２ヵ年度の小売販売額の平均値が、見直しを行う年度の４

年度前の小売販売額に比べ著しく低下している農林物資の規格（具体的には３０％以

上低下が判断目途）

ウ．一の都道府県以外では格付されなくなった農林物資の規格

エ．格付率が著しく低い規格（具体的には１０％以下が判断目途）

○ 上記条件に合致するものでも次のいずれかに該当する規格については、改正又は

確認の方向で検討。

オ．改正することにより廃止の基準に該当しなくなることが見込まれる規格

カ．他法令で引用されている規格

キ．消費者、実需者、生産者又は製造業者が存続を強く望んでおり、その理由に合理性

があると認められる規格

ク．国際的規格の動向や消費者ニーズの変化への対応等存続させることについて政策的

な必要性がある規格

ケ．その他存続させることについて合理的な理由がある規格
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○ 見直し基準の制定以後に見直しが行われた規格の見直し結果は次のとおり。

表８ ＪＡＳ規格の見直し基準と見直し結果の関係

見直し基準に 見直し結 規格名 見直しの理由

よる検討方向 果

廃止の是非の 改正

基準（前頁ア ３２規格

～エ）に合致

しない規格 廃止 普通合板 合板関係の統合

３９規格 ７規格 コンクリート型枠用合板 同上

構造用合板 同上

特殊合板 同上

うに加工品 直近の格付率は１０％以下

で、製造業者、消費者も存

続を望んでいない

めん類等用つゆ 商品の多様化等により適当

な品質指標が見当たらず、

製造業者、消費者も存続を

望んでいない

レトルトパウチ食品 直近の格付率激減

廃止の是非の 改正 異性化液糖類（アに該当） 消費者や製造業者等の要望

基準（前頁ア ６規格 ぶどう糖（アに該当） 同上

～エ）に合致 混合ｿｰｾｰｼﾞ（アに該当） 同上

する規格 植物性たん白類（アに該当） 同上

２５規格 ﾊﾝﾊﾞｰｶﾞｰﾊﾟﾃｨ（アに該当） 同上

（内訳） 枠組壁工法構造用たて継ぎ材 他法令で引用のため

アに該当１４ （エに該当）

イに該当 ２

ウに該当 ２ 確認 生糸（アに該当） 他法令で引用、消費者や製

エに該当１２ １規格 造業者等の要望、国際的な

規格との関係から存続

廃止

１８規格
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参考１．ＪＡＳ規格の例

（オレンジジュースに関する部分を抜粋）「果実飲料の日本農林規格」の概要
・適用の範囲
果実飲料（濃縮果汁、果実ジュース、果実ミックスジュース、果粒入り果実ジュース、果実・野菜
ミックスジュース、果汁入り飲料）に適用。
・定義
オレンジジュース：オレンジの果実の搾汁若しくは還元果汁若しくはこれにみかん類の果実の搾
汁、濃縮果汁若しくは還元果汁を加えたもの又はこれに糖類、はちみつ等を加えたもの（みかん類
の製品に占める重量の割合が 10%未満であって、かつ、糖用屈折計示度（加えられた糖類、はちみ
つ等の糖用屈折計示度を除く ）の割合が10%未満のものに限る ）をいう。。 。
・基準（オレンジジュース（ストレート ））
品位 色沢、香り、味を採点し、平均点が 3.5点以上であって、 2点又は 1点の項目

がないこと。
糖用屈折計示度 10 Bx以上 20 Bx未満であること。° °
エタノール分 3g/kg以下であること。
加糖量 加えていないこと。
精油分 0.4ml/kg以下であること。
異物 混入していないこと。
内容量 表示量に適合していること。

オレンジの果実の搾汁以外のものを使用していないこと。食品添加物以外の原材料

食品添加物 二酸化炭素以外のものを使用していないこと。
表示の基準、測定の方法は省略

（造作用集成材に関する部分を抜粋）「集成材の日本農林規格」の概要
・適用の範囲
造作用集成材、化粧ばり造作用集成材、化粧ばり構造用集成柱に適用。
・定義
造作用集成材：ひき板若しくは小角材等を集成接着した素地のままの集成材、ひき板の積層による
素地の美観を表わした集成材又はこれらの表面にみぞ切り等の加工を施したものであって、主とし
て構造物等の内部造作に用いられるものをいう。
・基準（造作用集成材（１等 ））
接着の程度 試験片 3個による浸せきはく離試験の結果、両木口面におけるはく離率が 10%

以下であり、同一接着層におけるはく離の長さがそれぞれの長さの 1/3以下
であること。

含水率 試験片2個による含水率試験の結果、平均値が15%以下であること。
F☆☆☆☆と表示するもの：平均値0.3mg/L、最大値0.4mg/Lホ ル ム ア ル デ ヒ
F☆☆☆と表示するもの ：平均値0.5mg/L、最大値0.7mg/Lド放散量
F☆☆と表示するもの ：平均値1.5mg/L、最大値2.1mg/L
F☆ Sと表示するもの ：平均値3.0mg/L、最大値4.2mg/L
節、腐れ、割れ、変色及び汚染、さか目、接合のすき間等の基準を設定。見付け材面の品質

極めて軽微であること。曲がり、そり及びねじれ

良好であること。み ぞ 付 け 加 工 、 面 取

り加工及び切削加工

寸法 表示寸法に対し、短辺・長辺±1.0mm以下、材長－0mm以上であること。
表示の基準、測定の方法は省略
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「地鶏肉の日本農林規格」の概要
・適用の範囲
鶏肉に適用。
・定義（用語）

・基準
在来種 明治時代までに国内で成立し、又は導入され定着した別表に掲げる鶏の品種をいう。
平飼い 鶏舎内又は屋外において、鶏が床面又は地面を自由に運動できるようにして飼育する

飼育方法をいう。
放飼い 平飼いのうち、日中屋外において飼育する飼育方法をいう。

在 来 種 由 来 血 液 百 在来種を 100%、在来種でない品種を 0%とし、交配した品種にあっては両親のそれぞれ
分率 の在来種由来血液百分率の1/2の値を合計した値をいう。

素びな 在来種由来血液百分率が 50%以上のものであって、出生の証明 (在来種からの系譜、在
来種由来血液百分率及びふ化日の証明をいう｡)ができるものを使用していること。

飼育期間 ふ化日から80日間以上飼育していること。

飼育方法 28日齢以降平飼いで飼育していること。
飼育密度 28日齢以降1㎡当たり10羽以下で飼育していること。
表示の基準は省略

（熟成ボンレスハムに関する部分を抜粋）「熟成ハム類の日本農林規格」の概要
・適用の範囲
熟成ハム類（熟成ボンレスハム、熟成ロースハム、熟成ショルダーハム及び熟成ベリーハムをいう ）に適用。。

・定義
熟成：原料肉を一定期間塩漬することにより、原料肉中の色素を固定し、特有の風味を十分醸成させること

をいう。
熟成ボンレスハム：
１ 豚のももを整形し、熟成し、骨を抜き、ケーシング等で包装した後、くん煙し、及び湯煮し、若しくは

蒸煮したもの又はくん煙しないで、湯煮し、若しくは蒸煮したもの
２ 豚のもも肉を分割して整形し、熟成し、ケーシング等で包装した後、くん煙し、及び湯煮し、若しくは
蒸煮したもの又はくん煙しないで、湯煮し、若しくは蒸煮したもの

３ １又は２をブロックに切断し、又は薄切りしたもの
・基準
塩漬の方法 塩漬剤又は塩漬液を用いて原料肉を低温（0℃～ 10℃）で７日間以上塩漬すること。

塩漬液を注入する場合は、塩漬液の量は、原料肉重量の15%以下であること。
香味 熟成特有の風味を有し、良好であること。
外観 形態が良好で、損傷及び汚れがないこと。

色沢 色沢が良好であること。
肉質等 肉質が良好で、液汁の分離がなく、赤肉と脂肪の割合が適当であること。

赤肉中の水分 72％以下であること。
18.0％以上であること。赤肉中の粗たん白質

原料肉 豚のもも肉以外のものを使用していないこと。

使用できる原材料 食塩、砂糖、ぶどう糖、果糖、ぶどう糖果糖液糖、果糖ぶどう糖液糖、高果糖液糖、
砂糖混合ぶどう糖果糖液糖、砂糖混合果糖ぶどう糖液糖、砂糖混合高果糖液糖、乳
糖、麦芽糖、水あめ、はちみつ、香辛料

使 用 で き る 食 品 添 ①調味料
加物 5'-ｲﾉｼﾝ酸二 ﾅﾄﾘｳﾑ、塩化 ｶﾘｳﾑ、 5'-ｸﾞｱﾆﾙ酸二 ﾅﾄﾘｳﾑ、 L-ｸﾞﾙﾀﾐﾝ酸 ﾅﾄﾘｳﾑのうち3種以下

②結着補強剤

重合ﾘﾝ酸塩
③発色剤
亜硝酸ﾅﾄﾘｳﾑ、硝酸 ｶﾘｳﾑ、硝酸 ﾅﾄﾘｳﾑのうち２種以下

④酸化防止剤
L-ｱｽｺﾙﾋﾞﾝ酸 ﾅﾄﾘｳﾑ、 ｴﾘｿﾙﾋﾞﾝ酸、 ｴﾘｿﾙﾋﾞﾝ酸 ﾅﾄﾘｳﾑ、抽出 ﾄｺﾌｪﾛｰﾙ、 dl- -ﾄｺﾌｪﾛｰﾙのうα
ち 2種以下

⑤香辛料抽出物
⑥強化剤

栄養改善法施行規則（昭和 27年厚生省令第 37号）第 11条に規定する栄養成分の強化
を目的として使用するもの

異物 混入していないこと。

内容量 表示重量に適合していること。
容器又は包装 防湿性を有する資材を用いており、かつ、薄切りしたものにあっては、通気性のない
の状態 資材を用いて密封されていること。

表示の基準、測定の方法は省略
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「有機農産物の日本農林規格」の概要
・有機農産物の生産の原則（第２条）

農業の自然循環機能の維持増進を図るため、化学的に合成された肥料及び農薬の使用を避けるこ

とを基本として、土壌の性質に由来する農地の生産力を発揮させるとともに、農業生産に由来す

る環境への負荷をできる限り低減した栽培管理方法を採用したほ場において生産されること。

・ほ場の条件（第４条）

周辺から使用禁止資材が飛来しないように明確に区分してあること。

用水に使用禁止資材の混入を防止するために必要な措置が講じてあること。

・有機栽培の期間（第４条）

多年生作物の場合収穫前３年以上の間ＪＡＳ規格に適合した栽培をしていること。

その他の作物は播種・植付前２年以上の間ＪＡＳ規格に適合した栽培をしていること。

・肥培管理（第４条）

農地の生産力の維持増進は農産物の残さ堆肥や周辺の生物の活用によること。

上記の方法のみでは維持増進ができない場合、認められた肥料、土壌改良資材の使用ができる。

・種苗（第４条）

ＪＡＳ規格に適合した栽培方法で得られた種苗を使用すること。

組換えＤＮＡ技術を用いて生産された種苗は使用できない。

・有害動植物の防除（第４条）

耕種的防除、物理的防除、生物的防除によること。

上記の方法のみでは、農産物に急迫したまたは重大な危険がある場合、認められた農薬の使用が

できる。

・収穫後の取り扱い（第４条）

非有機農産物と混合しないように管理されていること。

有害動植物の防除、品質の保持改善には認められた農薬、調整用等資材を使用すること。

放射線照射が行われていないこと。

・名称の表示（第５条）

次の例のいずれかにより記載すること。

(1)「有機農産物」

(2)「有機栽培農産物」

(3)「有機農産物○○」又は「○○（有機農産物 」）

(4)「有機栽培農産物○○」又は「○○（有機栽培農産物 」）

(5)「有機栽培○○」又は「○○（有機栽培 」）

(6)「有機○○」又は「○○（有機 」）

(7)「オーガニック○○」又は「○○（オーガニック 」）

(8)転換期間中のほ場において生産されたものにあっては、 (1)～ (7)の名称の前又は後に「転換

期間中」と記載すること。

(注 )「○○」にはその一般的な農産物の名称を記載すること。
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「有機農産物加工食品の日本農林規格」の概要

・有機農産物加工食品の生産の原則（第２条）

原材料である有機農産物の持つ特性が製造又は加工の過程において保持されることを旨とし、物

理的又は生物の機能を利用した加工方法を用い、化学的に合成された食品添加物及び薬剤を避け

ることを基本とすること。

・使用できる原材料（第４条）

①有機農産物（ＪＡＳマークの付されたもの）

②有機農産物加工食品（ＪＡＳマークの付されたもの）

③有機農産物及び有機農産物加工食品以外の農産物、畜水産物及びその加工食品

④食塩、水

⑤使用が認められている食品添加物

・使用できない原材料（第４条）

①有機農産物と同一の作目の農産物

②有機農産物加工食品と同一の種類の加工食品

③放射線照射食品

④組換えＤＮＡ技術を用いた食品及び食品添加物

⑤認められていない食品添加物

・原材料の使用割合（第４条）

食塩、水の重量を除いた原材料のうち、非有機食品の占める割合が５％以下であること。

非有機食品 有機農産物

÷ ≦ ５％農産物、農産物加工食品 有機農産物加工食品

畜産物、畜産物加工食品 食品添加物

水産物、水産物加工食品 非有機食品

・製造方法（第４条）

認められた食品添加物を使用する場合を除き物理的又は生物の機能を利用した方法であること。

組換えＤＮＡ技術を用いて生産された酵素等を使用していないこと。

・病害虫の防除等

病害虫防除、食品の保存、病原菌除去、衛生の目的で放射線照射が行われていないこと。

病害虫の防除に薬剤を使用する場合は認められた薬剤を使用すること。

・混合の防止（第４条）

非有機原料と混合しないように管理されていること。

薬剤、農薬、洗浄剤、消毒剤等により有機原料や製品が汚染されないよう管理すること。

・名称の表示（第５条）

次の例のいずれかにより記載すること。

(1)「有機農産物加工食品」

(2)「有機○○」又は「○○（有機 」）

(3)「オーガニック○○」又は「○○（オーガニック 」）

(4)転換期間中有機農産物又は転換期間中有機農産物加工食品を原材料として使用したものにあ

っては、(1)～ (3)の名称の前又は後に「転換期間中」と記載すること。

(注 )「○○」にはその一般的な加工食品の名称を記載すること。
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参考２．登録格付機関、登録認定機関一覧

登録格付機関（国内２１機関）
登録格付機関名 格付品目

（社）日本食肉加工協会 ベーコン類、ハム類、ﾁﾙﾄﾞﾊﾝﾊﾞｰｸﾞｽﾃｰｷ等

（財）日本食品分析センター ドレッシング、風味調味料、乾燥スープ等

（財）食品環境検査協会 食料缶詰・瓶詰、ジャム類、果実飲料等

（財）日本食品油脂検査協会 マーガリン類、食用精製加工油脂、精製ラード等

（財）日本炭酸飲料検査協会 炭酸飲料、果実飲料、豆乳類

（社）全国漬物検査協会 農産物漬物

（社）日本果汁協会 果実飲料

（財）日本油脂検査協会 食用植物油脂

（財） ﾄﾏﾄ加工品、食酢、ｳｽﾀｰｿｰｽ類、にんじんｼﾞｭｰｽ等全国調味料・野菜飲料検査協会

全国乾麺協同組合連合会 乾めん類、手延べそうめん類

（財）日本冷凍食品検査協会 調理冷凍食品、特殊包装かまぼこ類等

（財）日本穀物検定協会 マカロニ類、ぶどう糖、異性化液糖等

（社）菓子総合技術センター かりんとう

（社）全国削節工業協会 削りぶし、煮干魚類、煮干魚類粉末

（財）日本醤油検査協会 しょうゆ、めん類等用つゆ

（財）日本合板検査協会 集成材、構造用パネル、合板、フローリング等

（社）全国木材組合連合会 製材、押角、耳付材

（社）北海道水産物検査協会 こんぶ

（北海道知事が登録）

（社）北海道林産物検査会 製材、押角、耳付材、素材

（北海道知事が登録）

（財）広島県藺業会館 畳表

（広島県知事が登録）

福岡県い製品商工業協同組合 畳表

（福岡県知事が登録）
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登録認定機関一覧（国内８４機関）
飲食料品関係（１６機関） 有機食品関係（続き）

（社）日本即席食品工業協会 （社）岡山県農業開発研究所

（社）日本食肉加工協会 （財）食品環境検査協会

（財）日本食品分析センター （財）日本炭酸飲料検査協会

（財）食品環境検査協会 （社）日本果汁協会

（財）日本食品油脂検査協会 （特）奥多野有機システム認定審査委員会

（財）日本炭酸飲料検査協会 （特）国際オーガニック・テクニカル協会

（社）全国漬物検査協会 （社）埼玉県園芸協会

（社）日本果汁協会 （特）有機食品認証普及協会

（財）日本油脂検査協会 兵庫県農業協同組合中央会

（財）全国調味料・野菜飲料検査協会 （財）山形県農業振興機構

全国乾麺協同組合連合会 （社）福井県植物防疫協会

（財）日本冷凍食品検査協会 （特）日本有機協会

（財）日本穀物検定協会 （株）エスジーエス・アイシーエス・ジャパン

（社）菓子総合技術センター （財）長野県農林研究財団

（社）全国削節工業協会 （特）環境保全米ネットワーク

（財）日本醤油検査協会 綾町

（株）キャッツ有機食品関係（６７機関）
アイシーエス日本（株） （有）オーガニック認定機構

海外貨物検査（株） 全国乾麺協同組合連合会

（財）自然農法国際研究開発センター （財）日本醤油検査協会

（社）全国愛農会 （財）広島県環境保健協会

（特）日本オーガニック＆ナチュラルフーズ協会 （特）自然生の会

（特）日本有機農業生産団体中央会 （株）西条産業情報支援センター

（株）アファス認証センター （財）日本食品分析センター

（特）愛媛県有機農業研究会 （特）日本生態系農業協会

キュー・エー・アイ・ジャパン（有） （特）おおいた有機農業研究会

（財）日本穀物検定協会 （特）日本有機農産物研究会

（特）兵庫県有機農業研究会 （特）徳島県有機農産物認証協

（特）北海道有機認証協会 ﾄｰﾀﾙ･ｸｫﾘﾃｨｰ･ｻｰﾃｨﾌｨｹｰｼｮﾝ･ｻｰﾋﾞｽ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ （株）

（特）民間稲作研究所 高知県

（特）有機農業認証協会 （特）オーガニック・アグロセラピーソサエティー

（特）和歌山有機認証協会 （特）北海道オーガニック推進協会

（特）エイサック （特）アグリルネサンス

（特）エム・オー・エー自然農法文化事業団 （特）地球の土を救う会

（特）オーガニック認証協会 （株）エコデザイン認証センター

地鶏肉関係（８機関）（特）鹿児島県有機農業協会

（特）八ケ岳有機農業者協会 （社）徳島県畜産会

（特）有機農業推進協会 岐阜県

（特）赤とんぼ （特）和歌山有機認証協会

岐阜県 （社）茨城県畜産協会

東洋ビーネット（株） （特）鹿児島県地鶏協会

（株）日生食品総合研究所 （社）福岡県畜産協会

（有）オー・シー・アイ・ エー・ジャパン （社）岡山県畜産協会

（特）熊本県有機農業研究会 （有）オーガニック認定機構

林産物関係等（４機関）（社）長崎県食品衛生協会食品環境検査センター

（財）日本油脂検査協会 （財）日本合板検査協会

（財）北農会 （社）全国木材組合連合会

（社）青森県ふるさと食品振興協会 （社）北海道林産物検査会

石川県 （財）大日本蚕糸会（生糸）



- 16 -

登録認定機関一覧（外国３０機関）
有機食品関係（２１機関） 林産物関係（９機関）

ナショナル アソシエーション フォア サステイナブル カナディアン プライウッド アソシエーション

アグリカルチャー オーストラリア リミテド カナディアン ミル サービス アソシエーション

バイオロジカル ファーマーズ オブ オーストラリア ノーザン フォレスト プロダクツ アソシエーション

コーポラティブ リミテド プライウッド アソシエーション オブ オーストラレー

バイオダイナミック リサーチ インスティテュート シア

オーガニック ハーブ グロワーズ オブ オーストラリ ティコ

ア インコーポレーテド ＡＰＡ－エンジニアード・ウッド協会

ザ オーガニック フードチェーン ピーティーワイ プロフェッショナル・サービス・インダストリーズ

リミテド ノルウェー木材工学研究所

オーストリア ビオ ガランティー ゲーエムベーハー ムトゥアグン ルスタリ株式会社

ビーシーエス エコ ガランティ ジーエムビーエイチ

スカル インターナショナル

エコサート・エス・エー

エココントロール・ゲーエムベーハー

コンソルツィオ ペル イル コントゥロッロ デイ

プロドォティ ビオロジチ ソック コープ

アーエッレ エッレ

エコサート・ベルギー・エスピーアールエル

タスマニアン・オーガニック・ダイナミック・

プロデューサーズ・インコーポレーティド

ビオアグリチェルト エッセエッレエッレ

オー・シー・アイ・エー・インターナショナル

・インコーポレーティド

イスティトュート メディテラネオ ディ

チェルティフィカツィオーネ エッセエッレエッレ

スオーロ エ サルーテ エッセエッレエッレ

キューシー アンド アイ インターショナル

サービスイーズ エッセアーエッセ

アンダルシア州有機農業委員会

エコサート・イタリア

イスティトゥート ペル ラ チェルティフィカツィオー

ネ エティカ エド アンビエンターレ
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参考３．ＪＡＳ規格の制定・見直しの基準

平成１３年１１月６日

農林物資規格調査会決定

この基準は、本調査会がＪＡＳ規格の制定又は見直しについて審議するに当たっての

ガイドラインであり、本調査会がその内部規定として定めるものである。

１ 規格の制定の基準

、 。次の基準のすべてに当てはまる農林物資については 規格の制定について検討する

ただし、これらの基準に当てはまらない農林物資であっても、国際的規格の動向や

消費者ニーズの変化への対応等政策的な必要性が認められる場合には、規格の制定に

ついて検討する。

① 生産者又は製造業者が多数存在し、製品の種類ごとの品質に大きな格差が認めら

れるもの

② 規格の制定について、消費者、実需者、生産者又は製造業者から強い要望がある

もの

③ 小売販売額が１００億円以上あるもの

２ 規格の見直しの基準

(１) 廃止の是非を検討するに当たっての基準

① 品位、成分、性能その他品質についての基準を内容とする規格（ＪＡＳ法第

） 、 、２条第３項第１号の規格 について 次のいずれかに該当する規格については

廃止の是非を検討することとする。

ア 製造業者等が限定され、製品の種類ごとの品質に大きな格差が認められな

くなっている農林物資の規格

イ 見直しを行う年度の過去２ヶ年度の小売販売額（前年度のデータがまだな

い場合には、前々年度以前の２ヶ年度）の平均値が、見直しを行う年度の４

年度前の小売販売額に比べ著しく低下している農林物資の規格

ウ 一の都道府県以外では格付されなくなった農林物資の規格

エ 格付率が著しく低い規格（格付率を把握できない規格にあっては、輸入品

を含む格付品の小売販売額が著しく低いもの）

※格付率は、規格の制定の日、前回の確認の日又は改正の日から見直しを行う年

度の前年度の終了の日までの期間の平均値、小売販売額は、規格の制定の日、前

回の確認の日又は改正の日の属する年度の翌年度から見直しを行う年度の前年度

までの期間の平均値とする。

② 生産方法についての基準を内容とする規格（ＪＡＳ法第２条第３項第２号の

規格）については、次のいずれかに該当する規格については、廃止の是非を検
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討することとする。

ア 見直しを行う年度の過去２ヶ年度の小売販売額（前年度のデータがまだな

い場合には、前々年度以前の２ヶ年度）の平均値が、見直しを行う年度の４

年度前の小売販売額に比べ著しく低下している農林物資の規格

イ 一の都道府県以外では格付されなくなった農林物資の規格

③ 廃止の是非の検討に当たっては、次のいずれかに該当する規格については、

改正又は確認する方向で検討するものとする。

ア 改正することにより廃止の基準に該当しなくなることが見込まれる規格

イ 他法令で引用されている規格

ウ 消費者、実需者、生産者又は製造業者が存続を強く望んでおり、その理由

に合理性があると認められる規格

エ 国際的規格の動向や消費者ニーズの変化への対応等存続させることについ

て政策的な必要性がある規格

オ その他存続させることについて合理的な理由がある規格

(２) 改正の是非を検討するに当たっての基準

① (１)により廃止することとされた規格以外のすべての規格について、次の観

点から改正の是非について検討を行い、改正の必要性が認められる場合には、

改正する。

ア 消費者向けの農林物資の規格については、原材料の増量材的使用の制限、

まがい物の防止等消費者に良質な製品を提供する観点及び食品添加物の使用

を必要最小限とする等消費者ニーズの変化に対応した製品を提供するという

観点

イ 実需者向けの農林物資の規格については、性能規定化（強度、耐久性等の

材料の性能に着目した規格の導入 、等級化等取引の合理化を図る観点及び実）

需者に良質な製品を提供する観点

ウ 国際的規格との整合性を図る観点

② ＪＡＳ格付を受ける製品の原材料はＪＡＳ格付品でなければならないことが

規定されている規格又は品質に関する表示の基準が規定されている規格につい

ては、当該規定を存続させる必要性について実態を踏まえ検討を行い、特段の

必要性がない場合には、当該規定を削除する。

(３) 確認

廃止又は改正を行わない規格については、確認するものとする。

(４) 経過措置

規格を廃止し、又は改正するに際しては、包装資材の在庫の状況等当該規格に

係る農林物資の生産又は製造の実態を考慮し、必要な経過措置を設けるものとす

る。
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参考４．ＪＡＳ規格の制定・見直しの流れ

（１）ＪＡＳ調査会

全てのＪＡＳ規格は、学識経験者、消費者、生産者、実需者等により構成される

農林物資規格調査会（ＪＡＳ調査会）の議決を経て、農林水産大臣が定める。

（２）ＪＡＳ規格の定期見直し

ＪＡＳ規格を社会ニーズの変化に対応させ、また、必要性の乏しくなった規格を

整理するため、平成１１年のＪＡＳ法改正により、全てのＪＡＳ規格を制定又は改

正後、５年以内に見直すこととしている。

（３）透明性の確保

ＪＡＳ規格の制定、改正に当たっては、消費者への説明会、関係事業者と消費者

、 、 、の意見交換会が開催されるほか パブリックコメントの募集 ＷＴＯ通報が行われ

広範な意見を踏まえた上で、ＪＡＳ調査会で議決される。ＪＡＳ調査会は公開であ

り、総会の議事録はホームページにも掲載される。

（４）新たなＪＡＳ規格

・表示規制とリンクしたＪＡＳ規格

有機農産物及び有機農産物加工食品については、消費者に著しい誤認を与えかね

ない表示が氾濫していたことから、有機ＪＡＳ規格に基づく格付を受けた製品にの

み 「有機○○」等の表示ができる仕組みが整備された。、

・生産情報公表ＪＡＳ規格

生産段階での給餌、投薬等の情報を正確に管理し、消費者に公開する牛肉につい

てのＪＡＳ規格が制定された。生産情報公表豚肉についても、ＪＡＳ規格の制定に

向けた検討が行われている。

その他、有機畜産物、有機飼料についても、ＪＡＳ規格の制定に向けた検討が行

われている。
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【ＪＡＳ規格の見直しの流れ】

１－１. 各品目の利用実態調査、品質 １－２. 業界案作成

実態調査 農林水産消費技術センター （業界）（ ）

２. 実態調査を踏まえ、業界案の調整（農林水産消費技術センター)

３. 消費者説明会にて、業界案説明、意見聴取

（農林水産消費技術センター主催）

４. 消費者の意見を踏まえ、調整案作成

（農林水産消費技術センター）

５. 調整案をもとに、業界、実需者及び消費者の意見交換会

（農林水産消費技術センター主催）

６. ＪＡＳ調査会（部会）

７. パブリックコメント、ＷＴＯ通報

８. ＪＡＳ調査会（総会）


